
はじめに
　平成19年4月、我が国で特別支援教育がスター
トしました。今日、特別支援教育を取り巻く状況
は、特殊教育から特別支援教育への転換やインク
ルーシブ教育システムの構築へと、大きく変革し
ています。保育や教育においては、多様な子ども
達の状況をよりきめこまかく把握し一人一人の子
どもへの理解を深めながら、より適切な指導と必
要な支援を重ねていくことが期待されています。
そのためには、子ども一人一人の特性やその子が
置かれた教育環境などの状況をよく把握するとと
もに、そこから指導目標や指導内容・方法を導き
出しながら、個に応じた指導を一層充実していく
ことが重要です。
　私は、昭和53年4月から、東京都立特別支援学校
の教員・指導主事・管理職、大学の教員として44
年間、障害のある子ども達への指導や学校経営、教
育行政、特別支援学校教諭養成課程に携わってき
ました。これらの経験を基に障害のある子どもの
理解と支援や、特殊教育から特別支援教育への転
換期の様子及び特別支援教育になって何が変わっ
たのかについて述べていきます。私の拙い経験談
ではありますが、保育や教育に携わる皆さんにと
って、何かしら参考になることがあれば幸いです。

Ⅰ　障害のある子ども達の理解と支援
1. 障害のある子ども達との出会い

　私が、東京都立府中養護学校高等部の教員とし
て着任した昭和53年4月は、我が国が障害のある
子ども達に向けて全員就学を打ち出した年でし
た。折しも、東京都においては、国に先駆けて昭
和49年にこの希望者全員就学を進めていました。
このことにより、これまで学校教育の就学猶予・
免除を受けていた重度・重複障害のある子ども達
の就学がすすみ、養護学校での教育を受けること
ができるようになりました。勤務した高等部に
は、初任の私より年上の子どもも在籍をしていま
した。
　当時は、障害種別の養護学校がほとんどであ
り、肢体不自由教育部門と知的障害教育部門を併
置した養護学校は、全国的に見ても少なかった時
代です。東京都には、都立府中養護学校と都立町
田養護学校があるのみでした。今は、障害種を超
える教育を行う特別支援教育の時代となりました
ので、複数の障害種に応じる教育部門を併置した
特別支援学校が、全国でも次々と設置されていま
す。このことによって、複数の障害種別の教育が
地域の特別支援学校で受けられるようになり、重
複障害などのある子どもへの教育が充実されてき
ています。また特別支援学校へのスクールバス通
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学時間が短縮されて、子ども達が特別支援学校へ
通いやすくなりました。

2. 教科指導と成長・発達の視点を考慮した授業

　私は、肢体不自由教育部門高等部教員として、
肢体不自由のある子ども達への指導を行うことに
なりました。肢体不自由のある子ども達は、身体
の動きに関する器官が、病気やけがで損なわれて
歩行や筆記などの日常生活動作が困難な状態で
す。高等部には、教科指導ができる子どもや、重
度・重複障害の子どもが在籍しており、様々な症
状や能力差の大きい子ども集団でした。
　大学で微生物学を学んできた私にとって、この
時が障害のある子ども達との初めての出会でし
た。最初のとまどいは、障害のある子ども達の気
持ちや行動をどのように理解すればよいかという
ことでした。担当している子どもの中には、高等
学校理科の教科書を用いて授業ができる子どもも
いましたが、多くの子どもは、障害が重く言葉に
よるコミュニケーションをとることが困難な状況
でした。このような子ども達に対しては、子ども
の興味・関心を引く生活に根ざした内容で授業を
構成したり、数や言葉の基礎を教える際に教材・
教具を工夫したりする必要があったのです。

2-1 教科指導の視点

　年間指導計画に基づいて教える教科の内容は系
統的に配列してあるため、教科指導では、まず教
科書の内容をしっかりと教えることが重要だとい
う意識がありました。これは、当時、私が教わっ
てきた学校教育における一般的な考え方でもあっ
たわけです。しかし、養護学校で教科書を用いた
理科の指導では、障害による学習上の困難さに対
する配慮をしつつ実験などを行う必要がありまし
た。また、子どもの日々の体調や入院治療による
学習の空白がありましたので、学習の積み上げや
基礎学力が不足している状況も見受けられまし
た。そのため、個々の理解力や学習の習得状況な
どを考慮しつつ教科内容を焦点化して授業計画を
立てていく必要がありました。最初は、このこと

に大きな戸惑いを感じました。しばらくすると、
肢体不自由のある子ども達への日常の接し方や、
生活面の支援内容・方法などについては、ある程
度分かるようになってきました。しかし、これで
安心はできませんでした。なぜならば、日常の生
活面における子どもの障害の理解や支援ができよ
うになってきたからといって、教科指導が十分に
できる授業力があるかどうかというと、それは別
物なのです。障害のある子どもに対して授業を進
める上では、系統的に配列された教科内容を精選
したり焦点化したりしながら教えるという視点が
重要です。

2-2 障害特性や発達・成長の視点

　教科指導の視点に加えて、子ども一人一人の障
害特性や発達・成長に応じるという視点を持つ必
要もあります。なぜならば、子ども達の障害の特
性による学習の困難さや、入院治療などにより学
習の空白があったからです。さらに、自立活動の
指導の時間が設けられていましたので、その分、
教科指導の時間が少ない状況でした。また、職場
実習などがあり年間指導計画で予定していた学習
がその通り進まないときもありました。そのた
め、年間指導計画を基に週単位で学習の予定をた
てながら授業を行っていました。
　また、肢体不自由や知的障害などの複数の障害
を伴っている重度重複障害のある子ども達の授業
では、系統的に配列した教科内容をそのまま教え
ても、子ども達の理解は深まりません。そのため、
指導内容を絞ったり、子どもに合うような教材・
教具を手作りで作成したりして、不自由な身体を
補うための操作性を高めつつ学習理解が深まるよ
うにしてみました。そして、この手作りの教材・
教具は、学校でその子が使えるようになったとき
は、家庭に渡して無理のない所で、有効活用して
頂くようにしました。
　個々の障害特性や成長・発達の課題に対して
は、自立活動の区分内容と関連づけて、感覚や基
礎的な概念形成などを題材とした指導を行いまし
た。さらに、生活面の指導では、S-M社会生活能
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力調査などの標準化された諸検査の項目を参考に
して、学校生活の流れを追った学校生活チェック
リストを自作し子どもの状況を把握しながら指導
を重ねました。
　子ども一人一人の障害による学習の困難さ、理
解力、これまで学習してきた経歴、社会経験、
日々の体調などは、それぞれ違います。授業がう
まくできないことを、障害のある子どものせいに
することは出来ません。教える側が、そのような
状況の子ども達の日常の学校生活や授業などの様
子をしっかりと把握しつつ、子ども一人一人が学
習内容の理解を深めていくための指導内容の焦点
化を図ったり指導法を工夫したりしていく必要が
あるのです。
　系統的に配列された教科内容を精選したり焦点
化したりしながら教えるという視点と、子ども一
人一人の障害特性や発達・成長に応じるという視
点を持ちながら、授業を創ることが、この教育に
おいて重要なことです。

3. 学習や生活面の困難さを補う補助的手段

　肢体不自由のある子どもを担任する中で、子ど
もの気持ちを理解することや、肢体不自由がある
ために食事やトイレ、着替え、移動などの基本的
な生活面での困難さへの支援をどのように行えば
よいのか、いろいろと試行錯誤しました。実は、
このまま教師としてやっていけるのかという不安
にかられる日もありました。そのような時は、先
輩の行っている子どもへの指導を真似したりしな
がら、自分なりの子どもへの接し方や指導に工夫
を凝らしました。また、アフターファイブには、
杯を重ねながら先輩達と語り合う中で、自身の悩
みを解消していました。「子どもがしているオム
ツを取ることは、その子の進路指導につながるの
か」、「子どもが発言するまで、教師はじっと待っ
ていなければならないのか？」などについて、夜
遅くまで語っていたことを思い出します。障害の
ある子どもの学習や生活面の困難さを少しでも軽
減するために、どのように接したり指導をしたり
すればよいかということを考える日々でした。

　例えば、理科の授業では実験は必要不可欠なの
ですが、不自由な子ども達が実験器具を全て扱え
るわけではありません。身体の不自由さを補うた
めの支援は、どうすればよいのか。特に、この理
科の実験においては、実験器具の安全な操作や実
験手順などには十分な注意を払わなければなりま
せん。当時の授業では、身体の不自由さに起因す
る学習や生活面の困難さを補うために、子ども一
人一人の状況に合わせた各種スイッチや文字盤な
どのコミュニケーションツールを自作して、それ
を用いた指導を行っていました。また、手が不自
由なために、足の指を使ってノートをとる子ども
もいました。書見台を用意したり、身体の緊張を
リラックスさせる言葉掛けをしたり、姿勢の保持
に向けてクッションを用いたり、疲れないように
適宜休みをとったりしながら、その子が安全にリ
ラックスして学べるような環境づくりに努めまし
た。
　また、文字盤やタイプライターなどを用いて学
習をすすめる場合もありました。当時は、今のよ
うにパソコンやタブレット等はありませんでした
ので、和文タイプライターを用いて文章を作成し
ていました。まず印字を一文字ずつ組み合わせて
から、手動でタイプをしていました。今は、技術
革新によってさまざまな機器が開発されて、音声
入力や視線入力などが可能となりました。これら
のICT機器を活用することで、障害によるコミ
ュニケーションの困難さは、かなり補うことがで
きる時代となりました。
　これは、ICFでいうところの環境因子を整える
ことと同じです。補助的手段を講じることは、今
風の言い方をすれば、合理的配慮や基礎的環境整
備にも繋がりますし、その人の生活をより豊かに
していくことに通じます。

4. 障害の重い子どもの指導内容・方法

　この頃、障害の重い子ども達に対する指導をど
のようにすればよいのか、この子らの教育で何が
大切かということについて、考えていました。私
の考えが行きついたところが、「子ども一人一人
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の状況を把握し、個に応じた指導をする」ことで
した。そして、その子の自立に向けて「一人一人
の生きる力」を育むということでした。
　肢体不自由がある子どもは、身体の不自由とと
もに知的障害や視覚障害、聴覚障害、言語障害な
ども伴っている場合が多く、高等学校の教科書を
使用した教科学習は、難しい状況でした。そのた
め、知的障害教育の教育課程代替や自立活動を中
心とした教育課程を編成して指導をしていまし
た。
　障害の重い子どもたちの指導では、教科と生活
面の指導内容の区別をつけにくい場合が多々あり
ます。そのため、生活科、自立活動、国語・算数
などの基礎的な内容との関連を考慮していく必要
があります。
　当時、教科指導では、国語・算数の基礎的内容
を繰り返し指導していました。また、生活面の指
導では、歩行訓練、おむつを使用していた子ども
の定時排尿の試み、スプーンを使った食事、スト
ローで牛乳を飲む、衣服の着脱、靴の履き脱ぎな
ど日常生活に必要な基本的生活習慣の確立をめざ
した指導をしていました。また、全介助の子ども
に対しては、給食のときは、口の開け方、嚥下、
姿勢などに十分な注意を払いながら摂食指導を行
っていました。
　このような身辺自立や基本的生活習慣の確立を
めざした指導内容は、生活科や障害の改善・克服
をするための自立活動との関連が多くあります。
食事や着替え、トイレなどの日常の生活の中で、
その子に応じた指導内容・方法や指導時間を確保
するなどして、個別の指導を続けていました。言
うまでもなく、身辺自立や基本的な生活習慣を確
立することは、その子の生活力を高める上で欠か
せないものです。したがって、その子が自立した
生活を営む上で必要な力を育むために、「できる
ことを一つでも増やす」という願いを追求する
日々でした。

4-1 障害の重い子どもの個に応じた指導

　私が担任した子どものエピソードをまじえなが

ら、重度・重複障害のある子どもへの個に応じた
指導について述べます。
　まず、片麻痺があり知的障害を伴ったAさん
です。この子は、「あー」と声をだしたり、「うん」
とうなずいたりすることで、返事を返してきまし
た。この子の言いたいことや要求は、ある程度身
振り手振りで知ることができました。またこちら
もそれに合わせて指さしたり、簡単な言葉をかけ
たり、身振りなどで応じることができました。あ
る日、この子が上着をめくって、何かを言いたげ
にしながらお腹を出すのです。その内、この動作
が何を意味しているのか私は分かりました。皆さ
んいかがでしょうか？これは保健室に行きたいこ
とを、言いたかったのです。健康診断で聴診器を
当てますね。また、この子は片手が麻痺していま
したが、ある時、麻痺している腕をグルグルと回
して何かを訴えてきました。この動作もしばらく
して何を意味しているのか分かりました。同じ時
間を共有しているので、その時は分からなくて
も、何かの場面で似たような場面に遭遇します。
それは、洗濯を意味していました。食事で汚れた
エプロンを洗うというのです。このように、発語
は無くても、内言語が豊かな子どもでした。その
子の表現しようとすることを、絵カードなどを用
いて理解しようと努めました。
　この指導を通して、言葉以外の身体表現や表情
などによるコミュニケーション方法について学び
ました。
　もう一人、Bさんのことを話します。この子は、
就学猶予で長らく自宅にいて、車椅子に乗ってお
りおむつを付けていました。発する言葉は、「ブ
ーブー」、自分の名前を「○○ちゃん」と呼ぶの
みです。そして、車椅子からおりると、四つ這い
でさっさと教室の隅に行き下着を噛んで穴だらけ
にしたり、興奮すると自分の手のひらで額を叩い
たりしていました。きっと学校という新しい環境
に戸惑いを覚えていたのでしょう。そうこうする
内に、少しずつ学校にも馴染んできて、笑い顔も
見受けられるようになりました。この子は自立活
動を中心とした教育において、コミュニケーショ
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ンや身体機能の向上、音とか感触などの感覚学習
を中心に個別指導を行いました。徐々に表情が豊
かになり笑い声も増えて、四つ這いから物につか
まってつかまり立ちするところまでできるように
なりました。この指導を通して、個々の成長や発
達はそれぞれの子どもに応じて違いがあること
や、指導目標を設定する時に問題点だけに目を向
けてはいけないことを学びました。
　当時は、定型発達の子ども達の発達の流れと照
らし合わせながら、個別の指導を中心とした障害
のある子どもの成長・発達を捉えていました。こ
れは、一般的な発達の道筋を追いつつその子の障
害の特性などに応じるための指導の一つの方法で
はあります。一方で、障害のある子どもの成長・
発達に視点をおく指導においては、一般的な発達
の道筋を追うことがすべてではありません。子ど
もの成長・発達の状況を把握しつつその子が必要
とする課題に応じた指導を充実していくという観
点がとても重要と考えます。
　※なお、紹介したエピソードは筆者が多く関わ
った子ども達の事例を組み合わせて再構成したも
のであり、特定の個人のものではありません。

5. 教育課程・授業・個に応じた指導の関連

　学校教育は学習指導要領に定められた内容に基
づいて、各校で特色ある教育課程を編成し実施さ
れています。小・中学校等の教育では、教科書を
基に指導内容・指導時間などは定まっています。
　特別支援学校は障害のある子ども達を対象とし
て、特別支援学校学習指導要領で示されている各
教科等の目標や内容、自立活動等を指導しながら
個に応じた指導を推進しています。特に、知的障
害教育や重度・重複障害の教育では、その子の実
態を十分に把握しながら、指導目標や指導内容・
方法を設けることが重要です。それは、子ども一
人一人の状況や障害特性などが大きく違うからで
す。したがって、特別支援学校の教育においては、
各教科の目標・内容や自立活動などとの関連を図
りながら、授業を計画・実施しなければなりませ
ん。

　特別支援教育の特長的な教育的手法の一つに、
個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成し指
導に活用する方法があります。これを一つのツー
ルとして、特別支援教育における教育課程と授業
及び個に応じた指導の関連を深め個に応じた指導
をしていきます。これは、障害のある子ども一人
一人の実態把握を適切に行い、それを基に指導目
標や指導内容・方法を検討し個に応じた指導を充
実していくという指導法です。その際、教師によ
る行動観察とともに、標準化された諸検査のアセ
スメント、保護者から得た情報などからも、子ど
もの様子を把握することができます。また、個別
指導の内容によっては、アセスメントを活用して
指導法を工夫することができる場合があります。
　教育課程に基づいて授業を行い、その中で個に
応じた指導を充実していく上で、重要なことがあ
ります。それは、個々の学習や生活面の課題と各
教科の目標や内容及び自立活動の区分や項目との
関連を図りながら、個別の教育支援計画や個別の
指導計画の内容を学習指導案に十分に反映してい
くことです。また、小・中・高等部と子ども達が
進学する中で、一人一人の成長・発達に伴い、学
習の目的や内容は当然変わってきますので、特別
支援学校用教科書の使用、年齢に応じた題材や指
導内容・方法の工夫、障害に応じた教材・教具の
活用、ICT活用などが求められます。　

5-1 指導目標と内容に応じた集団と個別の指導

　子どもを指導する場合は、個と集団の関係を考
慮し、指導目的と内容に応じて集団指導と個別指
導を考慮しながら適切な指導と必要な支援を進め
ていく必要があります。個別指導や集団指導は、
一つの指導の形態ですので、教科や活動における
指導目標や指導内容・方法に応じて考慮すること
になります。最近の授業では、前半を集団での一
斉指導と個への配慮、後半を個別の課題学習の時
間を設けて一対一または小集団での個別指導を行
っている場合が、多々見受けられます。
　どのような指導の形態をとるにしても、障害の
ある子ども一人一人に視点を当てて、その子の障
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害の改善・克服や学習の習熟や基礎学力の定着を
図っていくというねらいを目指していることには
変わりはありません。例えば、個々の障害に起因
する学習課題への指導については、自立活動の指
導における個別の指導や、各教科等の集団指導の
中で個に配慮していきます。その際、個別の指導
計画や諸検査のアセスメントを活用する場合があ
ります。残念ながら、私が初任の頃には、今のよ
うに定まった形式の個別の指導計画はありません
でした。しかし、ケース会議などを通して、個別
の学習課題に応じた指導プログラムなどを検討し
指導をしていました。その際、役に立ったのが行
動観察と記録です。日々の学習状況をノートに記
録して、それを基にして指導法の検討や学習評価
をしました。また、生活面の指導においては、
S-M社会生活能力検査などを基に自作した学校生
活チェックリストを用いて、子どもの生活状況を
確認しながら継続的な指導を続けました。
　今日では、これらのことを含めて障害のある子
ども一人一人の個別の指導計画の中に、指導目
標、内容・手立て、アセスメント結果などを記入
しておき、必要な事柄を学習指導案に反映しつつ
授業で活用しています。

6. 多様な実態に応じた教育課程編成

　個々の子どもの能力や経験の差がとても大きい
集団の場合は、いくつかの教育課程を用意する必
要があります。
　私が、最初に赴任した都立府中養護学校には、
大学進学を目指す子ども、障害が重度重複してお
り言葉がなく自ら動くことも難しい状態の子ど
も、病院で治療を受けながら教育を受ける子ど
も、自宅で訪問教育を受ける子どもなど、多様な
状況の子ども達が在籍していました。在籍する子
ども達の障害の重度化、重複化、多様化などの傾
向に対して、教育内容・方法をどのように充実し
ていくか、その在り方について実践的に究明され
ていた時代でもありました。学校教育の基盤は、
学習指導要領に基づいて各校が編成する教育課程
にあります。したがって、子どもの成長や発達を

促すために、特色ある教育課程をどのように編成
するかということは、とても重要なことです。私
は、ここで教育課程を3類型で編成することにつ
いて学びました。次に、肢体不自由特別支援学校
における教育課程の類型ごとの編成について述べ
ます。

6-1 準ずる教科の教育課程

　一つは「準ずる教科」です。これは、知的な遅
れの無い教科書を使用した教科学習が可能な子ど
もの教育課程です。小・中学校等の教育課程に準
じて教科書を用い教科指導を行います。教科指導
の際にも、身体の健康・安全や学習する上での環
境を整えたりするなど必要な支援を行いながら、
授業を行いました。中には、大学進学をめざす子
どももいましたので、受験に向けた指導も行う必
要があります。
　私は、理科の教員として、高校の教科書を基に
実験や授業を行っていました。その際、身体の不
自由さからくる学習の困難さを補うために、実験
器具を扱いやすい物に工夫したり、課題発見型の
授業で子ども自らテーマを設けてレポートを作成
したりする活動を設けることによって、子ども達
ができるだけ主体的に学ぶ姿勢を育むように努め
ました。脊髄損傷や筋ジストロフィーなどの障害
のある子どもが疑問に思ったことを、自らの努力
で少しでも解決することによって、「学ぶことは
様々な発見につながる楽しいこと」なんだという
気持ちを育みたかったのです。また、日常の生活
において、どうしても人に頼らなければならない
場面が多い中、「思考することが世界を広げるこ
とにつながるのではないか」という思いもあった
のです。
　また、個々の障害による学習上の困難さに向け
た自立活動の時間による指導では、理学療法士、
作業療法士、言語療法士などの専門職の方を中心
にして、機能訓練などの指導を、連携しながら進
めていました。
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6-2 知的障害教育を代替した教育課程

　二つは、知的障害教育を代替した教育課程で
す。肢体不自由と知的障害などを併せた重複障害
のある子ども達の教育です。私は、先ほど述べた
理科の教科指導だけでなく、各教科の一部または
全部を合わせた指導も行っていました。知的障害
教育を代替した教育課程では、子ども達は基本的
な生活習慣を確立するための生活面の学習や、こ
とば・かずの学習で基礎的な概念形成やコミュニ
ケーション力を高めるための学習、そして音楽活
動での表現や体育活動での身体づくりなど、さま
ざまな活動を通して学びを深めていきます。これ
は、教科の一部または全部を合わせた指導や各教
科等を合わせた指導の形態です。このような指導
の形態の授業を通して、活動のまとまりとして授
業を捉えることや、単元を組んで中・長期的に授
業を組み立てて指導するという方法を学びまし
た。
　一方で、これらの指導の形態による授業は、子
どもに応じた豊かな活動を構成し実践することが
できる反面、活動が優先して基礎的な学習内容が
しっかりと定着しているかどうかが課題とされる
場合もありました。単元学習などを効果的に実施
するためには、実際的な場面において、具体的な
内容で、総合的な活動として、授業を中・長期的
な単元計画を立てて計画的に実践していかなけれ
ばなりません。そのためには、指導と評価の一体
化を図る必要があります。単元学習の総合的な活
動内容と各教科の目標や内容とを関連付けて整理
したり、自立活動の区分や項目とを関連付けたり
しながら、個々の子どもの学習に対して、適切な
学習評価をする必要があります。今回の学習指導
要領では、各教科等を合わせた指導においても3
つの育成する資質能力の評価規準に基づいて、学
習評価を適切に行うことが示されたところです。

6-3 自立活動を中心とした教育課程

　三つは、自立活動を中心とした教育課程です。
肢体不自由と知的障害などの障害が重複している
子ども達の教育です。名前を呼んでも、受け答え

が難しい子どもがいます。日常の会話を通したコ
ミュニケーションが、難しい子どもたちです。話
し言葉が通じなければ、どうするか。このような
状況の子ども達に初めて接した時は、どうすれば
こちらの考えが通じるのかいろいろと悩みまし
た。
　障害の重い重複した子ども達の理解と支援は、
ある程度の経験も必要です。また、その子の特徴
を理解し適切な支援を進めるためには、教員以外
の医療スタッフ等との連携も必要となります。
　今日、都立肢体不自由特別支援学校において
は、教員以外の介護の専門職や心理職などの外部
専門家等と連携したチームアプローチによる指導
を進めています。そのような中で、教員には授業
を立案する力や教員以外の職種の方と相互に連携
しながら指導を充実していくための協調性などが
求められています。

7. ケース会議と個に応じた指導

　私が、チームティーチングによる複数の指導体
制の中で、障害のある子どもの現状を把握する必
要性を強く感じたのは、ケース会議を経験してか
らでした。学年会では、その子の学習状況を資料
にまとめて、ケース会議において教員同士で意見
交換をしながら、次の学習課題へのアプローチを
検討していきました。はじめは、なんでこんなに
細かいところまで話し合うのだろうかと疑問に思
うこともありました。また、ケース資料がなかな
か作れなくて頭を抱えたこともありました。話し
合いも長くて時間もかかりましたが、この事例研
究を進めることによって、教員間の共通理解が進
み指導内容・方法の工夫をすることの重要性を学
びました。この時の学びもあって、私が知的障害
教育に携わったときも、個々の子どもに目を向け
て指導することと、集団の中で育むことを区分け
して考えられるようになりました。また、子ども
ができないことを、少しでもできるようにするた
めの教材・教具を工夫することも無理なく行える
ようになりました。
　このように、ケース会議では一人一人の障害の
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状況や生活・学習上の困難さを把握しつつ、健康
の維持、安全への配慮、対人関係やコミュニケー
ションの取り方などの生活を営む上での基盤とな
る自立活動の内容をベースとしながら、学習を進
めることの大切さを学びました。

8. 共同作業所づくりと保護者との関わり

　高等部教員として、どうしても気になったのが
高等部を卒業した後の子ども達の進路でした。企
業就労先を決定するために銀行やスーパーなどに
実習に出し職業安定所（現在のハローワーク）と
連携し就職に結びつく子もいれば、地域の福祉施
設である作業所へ通う障害が重い子もいました。
　1970年の頃は、子どもや保護者の「学校卒業
後も地域でいきいきと暮らしたい」との願いのも
とに、保護者や養護学校教師らによって、地域で
の活動の場づくりが進められました。国際障害者
年（1981年）を契機にこれらの運動が高まりま
した。
　この頃、私は平日の夜に親の会主催の作業所づ
くりの会議に参加したり、土曜日の午後や日曜日
の空いた時間に、府中市の府中共同作業所や三鷹
市のはばたけ共同作業所などの活動にかかわった
りしていました。障害のある子の余暇活動や放課
後活動を豊かなものにするために、タイプライタ
ーで絵を描くタイプアートの会に参加して子ども
の製作活動を支援したり、作業所の資金作りのた
めに廃品回収などを手伝ったりしていたことを思
い出します。
　当時は、障害の重い子どもの学校卒業後の行先
が限られており、そのために保護者や教員が共に
汗をかきながら地域の障害理解や卒業後の居場所
づくりを進めていった時代でもありました。今で
言うところの就労継続支援（B型）、生活介護事
業などで行われている活動と似ています。

9. 知的障害のある子どもの理解と指導

　その後、都立羽村養護学校高等部へ転勤しまし
た。今度は、知的障害のある子どもたちの教育で
す。これまでの肢体不自由のある子ども達の指導

とは、指導内容・方法が大きく違うことに気付き
ました。それは、肢体不自由のある子どもに対し
ては、じっくりと指導する時間をとることができ
たのですが、知的障害のある子どもは動きがすば
やい子どもが多く、これまでのようにゆったりと
した感覚で指導をすることはできませんでした。
中には、素早くて急にどこかに行ってしまう子ど
ももいました。また、指示したことがなかなか通
じないために、目的的な動作を促すにはどうした
らよいのか悩みました。
　肢体不自由教育のゆったりとした流れから一変
して、私自身が慣れるまで少し時間がかかりまし
た。動きがゆっくりしている肢体不自由の子ども
達の教育から、今度はすばやく動く知的障害のあ
る子ども達の教育です。うっかり目を離すと、子
ども達はどこかにいってしまいます。また、じっ
と落ち着いて座っていることが難しい多動の子ど
もも多くいました。
　一方で、企業就労をめざす子どももいます。体
力づくりで、毎朝、子ども達と一緒にグラウンド
を走っていましたが、その子達のスピードにはつ
いていけませんでした。一度、青梅マラソンにも
子ども達と一緒に参加したのですが、子ども達か
らはどんどん抜かされて、フラフラ状態でやっと
ゴールしたことを思い出します。初めの頃は、こ
のように知的障害のある子どもの理解や指導内
容・方法について、いろいろと悩みながらの日々
が続いたのです。知的障害のある子どもの理解や
接し方、生活に根ざした内容で授業を構成する仕
方、教材・教具を活用した指導法の工夫、言葉で
のコミュニケーションの取り方、基本的な生活習
慣や身辺自立に向けた指導、社会性の指導などに
ついていろいろと考えました。この頃は、「成す
ことによって学ぶ」ことや、「継続とは力なり」
という言葉を基にしながら、実践を続けた日々で
した。

10. 知的障害教育における各教科等の目標と内容

　ここで、知的障害のある子どもの状態と教育課
程編成について述べます。まず、知的障害のある
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子ども達の特性は、一般に、同年齢の子どもと比
べて、認知や言語などにかかわる知的機能の発達
に遅れが認められるとともに、他人との意思の交
換、日常生活や社会生活、安全、仕事、余暇利用
などについての適応能力が不十分であり、特別な
支援や配慮が必要な状態とされています。また、
その状態は、環境的・社会的条件で変わり得る可
能性があると言われています。
　そのため、知的障害教育においては、子どもの
日々の生活に根ざした内容を指導して、一人一人
の自立や社会参加へと繋がる指導を行います。例
えば、国語・数学などの各教科の目標や内容は、
生活に関連した内容で構成してあり、それが「段
階」で示されています。学習指導要領では、小学
部3段階、中学部2段階、高等部2段階で示して
あります。また、育成すべき3つの資質・能力に
合わせて、評価規準を設け観点別の学習評価を行
うことになりました。今回の学習指導要領の改訂
では、知的障害教育においても小・中学校等と同
様に、3つの資質能力に応じて、各教科の目標や
内容及び評価規準が示されたことによって、各教
科の目標や内容を基にした授業や学習評価が充実
されていくことになります。

10-1 教科の指導と自立活動との関連

　各教科等の指導においては、各教科の目標や内
容を基に指導し基礎学力を付けていくことと、
個々の障害の改善・克服をねらう自立活動の指導
との関連を図りながら、学習の定着を進めていく
ことが重要です。
　特別支援学校学習指導要領においては、「知識・
技能」、「思考力、判断力、表現力」、「学びに向か
う態度や人間性の涵養」の育成する資質能力ごと
の3つの柱で、各教科等の目標や内容、評価規準
が整理されました。特に、知的障害教育の各教科
は、これまで段階ごとに生活に根ざした内容で示
されていました。しかし、今回の学習指導要領の
改訂に伴って、小・中学校等と同様に各教科等や
3観点による評価規準ごとに学習評価を行う事が
示されました。知的障害教育においては、これま

で教科の内容が段階で示されていただけでしたの
で、今回の改訂は特筆すべきことです。
　また、知的障害特別支援学校の各教科は、小・
中学校の各教科と同じ名称ですが、その内容は子
ども達の生活に根ざした内容で構成してあり、
小・中学校の教科の内容とは大きく違います。さ
らに、特別支援学校の教育課程には、各教科等の
他に、障害の特性や状況等を改善克服するための
自立活動が設けてあります。したがって、知的障
害教育においては、各教科等の指導と自立活動の
指導との関連を十分に図って、個に応じた指導を
充実していくことが求められます。

10-2 知的障害教育の教科別の指導

　知的障害教育において各教科の内容を、どのよ
うに教えるかについては、知的障害教育の教育課
程に関する理解を深めておく必要があります。例
えば、知的障害特別支援学校小学部の各教科は、
小学校の各教科と名称は同じですが、生活に根ざ
した内容で構成してあります。そのため、小学校
と同じ方法で教える事にはなりません。このこと
を、しっかりと教員が理解しておかないと、机上
のプリント学習などを中心とした授業を行ってし
まう場合があります。当然、知的障害のある子ど
も達が、意欲的に学ぶ授業とはほど遠い授業にな
ってしまいます。
　それでは、知的障害特別支援学校ではどのよう
な指導が行われているのでしょうか。例えば、時
間割上に各教科を設けて、教科別の指導を行う場
合があります。また、「国語・算数」というように、
各教科の一部または全部を合わせて指導をする場
合もあります。さらに、領域や教科などを合わせ
て、各教科等を合わせた指導として「日常生活の
指導、遊びの指導、生活単元学習、作業学習」な
ど、指導の形態を工夫することによって、具体的
で総合的な内容を指導する場合もあります。例え
ば、買い物学習を計画して地域の店に出かけ、学
校で学んだ金銭の扱いを活かし予定していた買い
物をする活動などは、各校でよく行われていま
す。
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　いずれの場合も、知的障害のある子どもの障害
特性や理解力などを考慮して、段階の内容から子
どもの興味・関心を基にした活動を構成し、実際
的な場面の中で指導を重ねて学習の定着を図りま
す。また、高等部では、卒業後の進路を意識して、
教科の職業、作業学習、現場実習などの指導を通
して、企業就労や福祉就労を進めます。

11. 自立活動の指導と関連付けた教科指導

　肢体不自由教育においては、子ども一人一人の
障害の改善や克服に向けた自立活動の指導の時間
を設けて、機能訓練や言語指導などの指導が進め
られていました。私は、特設の自立活動の指導の
時間に、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士な
どの資格をもっている自立活動担当教員と共に、
自立活動室で指導を行っていました。その際、自
立活動担当教員からは、子どもの障害の見方やそ
の指導法などを教わることができました。
　一方、知的障害教育では、時間割上に特設の自
立活動の時間による指導は、設けてありませんで
した。これは、各教科等の内容が幼児期に育む内
容も含んで段階で示してあることによって、教科
指導の中で自立活動を配慮して行うという考えが
働いていたようです。また、知的障害の障害特性
等に応じて、実際の生活場面において、その子に
必要な課題をその場で指導した方が効果的である
という考えも作用していたようです。知的障害の
ある子どもの実態からみて、実際的な場面の中で
配慮して指導するという自立活動であったので
す。自立活動の時間を特設して指導することはな
かったのですが、個別学習の時間においては、障
害の特性等に応じて認知や数の基本的な概念形
成、身体の動きなどに重点を置いた指導を行って
いました。これからの知的障害教育においては、
自立活動の指導と各教科の指導とを関連付けて、
個別の指導計画にその内容を明記するなどして、
指導を充実していく必要があります。

11-1 合理的配慮と指導

　今日、障害者差別解消法の制定によって、公立

学校などの公的機関においては、基礎的環境整備
や合理的配慮に基づいた必要な支援を行うことが
義務となりました。これまでの授業での支援や配
慮の在り方が、大きく変わったところです。
　今回の学習指導要領改訂に伴い同解説書自立活
動編においては、自立活動の個別の指導計画作成
について、自立活動の指導目標と内容の組み立て
方が具体的に示してあります。これらを参考にし
ながら、知的障害教育において、一人一人の障害
特性や状況に応じる自立活動の指導と各教科の指
導との関連を図り、合理的配慮に基づいた指導を
充実していくことが求められています。

11-2 合理的配慮を考慮した指導

　自立活動は、時間割りに自立活動の指導の時間
を設けたり、各教科等を合わせた指導や教科別の
指導及び教育活動全体において個別に配慮した
り、個別の課題学習の時に個々や小集団で指導を
したりしています。
　これまでも知的障害特別支援学校においては、
様々な場の中で自立活動の指導は実践されてきた
のですが、合理的配慮に基づいた指導を授業の中
でどのようにしているのかということになると、
外部からも見える形にしておく必要があるのでは
ないかと考えます。
　合理的配慮を考慮した指導においては、学習課
題に応じた指導上の工夫の意図を明確にしてその
手立てをしっかりと立てることが重要です。これ
らのことを、個別の指導計画に反映したり、各段
階の内容と関連付けて自立活動の視点で各教科の
指導内容・方法を充実したりすることが、これか
らの知的障害教育では具体的に求められているこ
とだと考えます。
　また、今回の学習指導要領で新しく示されたカ
リキュラム・マネジメントの視点で、PDCAサイ
クルを踏まえた授業改善を充実しこれらの教育活
動の授業評価を学校評価に組み入れていくことに
よって、学校教育の成果をより分かりやすくして
いく必要があるのではないでしょうか。
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12. 作業学習や現場実習で働く力を育む

　当時の作業学習は、農園芸、縫工、窯業、木工
などの班に分かれて、製作することを通して、働
くための基本的な知識・技能の習得や、基本的な
生活習慣の育成に力を入れていました。
　都立羽村養護学校では、新しい作業種の開発の
ために、埼玉県小川町にある紙漉きの店を見学し
紙漉きのノウハウを教えていただきました。その
頃の青梅市には桑の木が多く栽培されていました
ので、栽培している方に相談して、子ども達と共
に桑の枝を刈りに行ったのを思い出します。この
枝を煮て皮をはぎ紙漉きの材料としました。こう
やって作った薄い和紙で、カレンダーを作り販売
活動へとつなげました。このカレンダーは、地域
の方にとても人気があり、文化祭ではあっという
間に売り切れていました。
　紙漉きの作業では、作業工程を分析して個々の
障害の状況に合わせて仕事分担を決めたり、補助
具（治具）を使ったりして、子どもが主体的に活
動できるような工夫を凝らしました。また、授業
に販売活動を取り入れることによって、あいさつ
や金銭の扱いなどを実際的な場面で学べるように
しました。このように、材料の仕入れから製作し
販売するまでの一連の流れを計画することで、子
ども達の働く意欲や力を育みました。ややもする
と製作品の増産に力を入れがちですが、売れる製
品とはどのようなものなのか、そのためにどのよ
うな点に注意しながら作業を行えば良いのか、友
達と協力して作業をすすめるにはどうすればよい
のか、困ったときには誰に相談したらよいのかな
どについて、子どもが考える時間もしっかり設け
ました。また挨拶、報告・連絡・相談、協力する
ことなどを、実際の作業を通して身に付ける指導
を重ねました。働くために必要な意欲や基本的な
態度を育む指導を行っていました。

12-1 企業から求められている力

　知的障害特別支援学校では、地域の企業や作業
所などにおける現場実習で子ども達が学ぶ機会が
あります。実習の巡回指導の際には、「仕事の技

術は就職してから会社が教える。その代わりに学
校では、基本的な生活習慣などをしっかりと身に
付けるような指導をして欲しい」と、多くの企業
の担当者から話を伺いました。これらのことは、
学校だけでは十分な指導はできません。保護者に
もこれらのことをよく理解して頂き、家庭での支
援も考えてもらわなければなりません。しかし、
生活面の指導を学校と同じような内容で期待する
ことは難しいのです。家庭にはその家庭ごとの生
活様式がありますし考え方もそれぞれ違います。
そのため、私は、会社や作業所での実習を保護者
と一緒に巡回する際に、「生活リズムを整える、
身支度、清潔、挨拶、交通機関の利用、金銭の扱
い、余暇の過ごし方、家事手伝い」などについて、
具体的に伝えるように心がけました。

12-2 育てる子ども像

　当時、研究部で高等部教育目標について学部の
教員全体にアンケートを取りました。それらを分
析する中で、私自身が、この教育を何のために行
っているのかについて、あらためて考えるように
なりました。その結果、頭に浮かんだのが、「地
域で明るくたくましく生きる子どもを育てる！」
という言葉です。この思いは、今も変わりません。
また、高等部教育は、社会との接点です。卒業し
たら多くの子どもが、福祉施設への入所や通所、
企業等での就労などの多様な進路をとります。こ
の子ども像を考えたことによって、指導上で何か
迷った時には、この教育は障害のある子ども達の
「自立し社会参加するための力」を育む教育であ
るのだということを意識した指導ができるように
なりました。

Ⅱ　特殊教育から特別支援教育への転換
1. 東京都の教育行政に携わる

　私は、都立八王子養護学校の教頭を4年弱務め
て、その後、当時目黒にあった東京都立教育研究
所心身障害教育担当統括指導主事として、教育行
政に携わりました。東京都立特別支援学校や高等
学校や市区町村立小・中学校の教員を対象にした
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特別支援教育に関する専門研修や、特別支援教育
に関わる現職教員 （教員研究生）の実践研究の指
導などを行い、教員の実践的指導力の向上に務め
ました。
　その後、都庁で東京都教育庁指導部主任指導主
事心身障害教育担当として、都立特別支援学校の
教育課程の適正実施、ＬＤ指導研究会、知的障害
の就労支援、都議会対応などを務めました。また、
学習指導要領改訂の時でしたので、「東京都立盲
学校、ろう学校及び養護学校高等部教育課程編成
基準・資料」を作成し教育課程の適正編成などを
推進しました。他、「障害のある児童・生徒のた
めの個別指導計画Ｑ＆Ａ（改訂版）」を行い、学
校訪問や研修会などを通して、個別指導計画の作
成・活用を周知するとともに、障害のある子ども
一人一人に視点を当てた個に応じた指導を推進し
ました。
　この頃は、特別支援学校で個別の指導計画を作
成することを定着させる時期でもありました。個
別の指導計画を立てて指導をすることの意義や、
それに基づいて各授業における小集団指導や個別
指導などの場で、いかに充実した指導を進めてい
くかということを、実践的に追求していた時でも
ありました。ちなみに、学習指導要領では個別の
指導計画とありますが、東京都ではそれと同意義
で従前から「個別指導計画」と呼んでいます。

2. 東京都特別支援教育推進計画（第1次）

　これから、東京都における特別支援教育の推進
について述べます。平成13、14年、東京都教育
庁学務部主任指導主事就学相談担当として、障害
のある子どもの区市町村・都立における就学相談
業務に関わっていました。折しも、文部科学省か
ら「21世紀の特殊教育の在り方報告書」が示さ
れ、「特殊教育から特別支援教育への転換」に向
けた大きな教育改革のうねりを感じました。　
　このような中、東京都は、平成16年11月東京
都特別支援教育推進計画（第1次計画）の策定に
取り掛かりました。私は、学務部主任指導主事心
身障害教育改善検討計画担当として、この大きな

改革の波の中にいました。「特殊教育から特別支
援教育への転換」に向けて、検討委員会の企画運
営や関係資料作りに、日々励んでいました。
　東京都特別支援教育推進計画第1次計画では、
東京都立特別支援学校や市区町村立小・中学校及
び東京都立高等学校における発達障害児への指導
等を含めた特別支援教育の推進に向けて、教育課
程編成、個に応じた指導内容・方法、特別支援学
校の再編整備、地域関係機関や専門機関との連携
を示したエリアネット構想、副籍制度など、これ
からの東京都の特別支援教育の方向を示しまし
た。この頃は、我が国の特別支援教育に関する大
きな制度改正が急激に進んでいました。平成19
年4月、特別支援教育制度が、新たにスタートし
たのです。表1は、特別支援教育に関する主な
　教育制度の動きです。
　東京都特別支援教育推進計画第1次計画は、東
京都の特別支援教育に関する制度改革としては、
昭和49年の希望者全員就学に次ぐ大きな教育改
革ではなかったのでしょうか。これまで第3次推
進計画が策定されており、着々と推進計画に基づ
いた教育改革が進められているところです。
　その後、平成15年、私は東京都教職員研修セ
ンター研修部現職研修課長として、小・中学校、
特別支援学校教諭の10年経験者研修、初任者研
修及び障害児教育に関する専門研修の企画運営に
務めました。この頃は、特別支援教育についての
理解を各学校に周知するために、初任者研修や現
職研修等の中に特別支援教育の概要を組み込んで
いきました。

3. 特別支援教育とインクルーシブ教育

3-1 特別支援教育の理念

　特別支援教育の理念については、平成19年4月
1日付19文部初第125号「特別支援教育の推進に
ついて（通知）」において、主に以下の内容が示
されています。
• 障害のある幼児児童子どもの自立や社会参加に
向けた主体的な取組を支援する
• 幼児児童子ども一人一人の教育的ニーズを把握
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し持てる力を高める
• 生活や学習上の困難を改善又は克服するため
に、適切な指導及び必要な支援を行う
• これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、
知的な遅れのない発達障害も含める
　そして、特別支援教育は、特別な支援を必要と
する幼児児童生徒が在籍する全ての学校において
実施される教育であるとし、共生社会の形成の基
盤となるものであり、我が国の現在及び将来の社
会にとって重要な意味をもっていると述べていま
す。この理念によって、障害のある子ども達の自

立や社会参加、一人一人の教育的ニーズの把握、
生活や学習上の困難さの改善・克服、共生社会の
形成など、我が国における特別支援教育の歩む方
向性が明確に示されたのでした。

3-2 インクルーシブ教育システムの構築

　平成24年7月「共生社会の形成に向けたインク
ルーシブ教育システムの構築のための特別支援教
育の推進」において、特別支援教育を中心とした
インクルーシブ教育の理念が示されました。この
インクルーシブ教育システムについては、障害者

表1　特別支援教育をめぐる主な法令等の改正

法令等の改正

平成15年3月、「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」文科省

平成16年1月、「小・中学校におけるLD（学習障害）、ADHD（注意欠陥／多動性障害）、高機能自閉症の児童子どもへ
の教育支援体制の整備のためのガイドライン（試案）」
※平成16年11月、「東京都特別支援教育推進計画」第1次実施計画（平成16～19年度）の策定

平成17年4月、発達障害者支援法施行

平成18年4月、学校教育法施行規則の一部改正

平成19年4月、特別支援教育の本格的実施
・�「特殊教育」から「特別支援教育」への転換 、盲・聾・養護学校から特別支援学校へ、特別支援学校のセンター的機能
の発揮、
・小中学校における特別支援教育の推進 等

平成23年8月、改正障害者基本法施行
・�十分な教育が受けられるようにするため可能な限り共に教育を受けられるよう配慮しつつ教育の内容及び方法の
改善・充実
・本人・保護者の意向を可能な限り尊重、交流及び共同学習の推進等

平成24年7月、「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推進」（中教
審報告）
・就学相談・就学先決定の在り方、合理的配慮、基礎的環境整備
・多様な学びの場の整備、交流及び共同学習の推進、教職員の専門性向上 等

平成25年9月、就学制度改正
・認定就学制度を廃止、総合的判断（本人・保護者の意向を可能な限り尊重）による就学制度 等

平成26年1月、障害者権利条約批准
・インクルーシブ教育システムの理念、合理的配慮の提供 等

平成28年4月、障害者差別解消法施行（平成25年6月制定）
・差別の禁止、合理的配慮の提供 等
・障害者差別解消法に基づく文部科学省所管事業分野の対応指針の策定（平成27年11月）

平成28年8月、改正発達障害者支援法施行（平成28年6月改正）
・可能な限り発達障害児が発達障害児でない児童と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、適切な教育的支援の実施
・個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成の推進 等

※文部科学省HP「特別支援教育をめぐる制度改正」抜粋、一部筆者加筆
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権利条約によれば、「人間の多様性の尊重等の強
化、障害者が精神的及び身体的な機能等を最大限
度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加する
ことを可能とするとの目的の下、障害のある者と
障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、障害のあ
る者が一般的な教育制度から排除されないこと、
自己の生活する地域において初等中等教育の機会
が与えられること、個人に必要な合理的配慮が提
供される等が必要」とされています。（中教審初
中分科会報告平成24年7月）
　インクルーシブ教育システムの理念の実現に向
け、障害のある子どもと障害のない子どもが可能
な限り共に教育を受けられるような条件整備を進
めていくという考えがあります。一方で、特別支
援教育を中心とした教育内容・方法の充実が進め
られています。インクルーシブ教育は、特別支援
教育を中心とした包括的な教育というように捉え
ることができます。インクルーシブ教育イコール
特別支援教育ということではありません。
　特別な配慮が必要な障害のある子ども達の他
に、不登校や海外から帰国した子どもの学校生活
への適応や、日本語の習得に困難のある子ども
達、そして、いじめ、虐待、貧困などの子ども達
などに対して、インクルーシブ教育では、特別支
援教育の手法（個別の教育支援計画、個別の指導
計画など）を活用しながら、個に応じた指導を推
進していくということなのです。

Ⅲ　学校経営に携わる
1. 学校経営の支援

　東京都は、都立高等学校と都立特別支援学校の
校長の学校経営支援に向けて、東部、中部、西部
の3地区に学校経営支援センター所と支所を設置
しました。私は、平成20年から2年間、東京都西
部学校経営支援センター学校経営担当副参事とし
て、多摩地区の都立特別支援学校と都立高等学校
計25校に対し、適正な教育課程編成、学校事故
等の危機管理対応、人事考課による評価、人事異
動、主幹教諭等の専門研修等について学校経営を
支援しました。ここで学んだ事は、学校訪問など

を通して、特別支援学校や高等学校教育の現状と
課題を間近に受け止めることができたことです。

2.特別支援学校の経営

　特別支援学校校長として4校を経験しました。
最後の勤務先である都立多摩桜の丘学園は、知的
障害教育部門と肢体不自由教育部門の併置校でし
た。統括校長として着任したときは、新校舎の建
築工事が一部残っていました。学校規模は、大き
い方で教職員200名、島田療育センター内に分教
室があり、スクールバス13台を運行していまし
た。
　地域に根ざした新しい知・肢併置の特別支援学
校として、PDCAサイクルを踏まえた学校評価、
全員参加のOJTによる実践的指導力の向上、外
部専門家と連携した指導の充実、地域の特別支援
教育に関するセンター的機能の拡充など、障害の
ある子ども一人一人の「個に応じた指導」の充実
に努めました。また、チーム学校として教職員一
同で力を合わせながら、保護者・地域からの信頼
を得ることができるように日々努めました。

Ⅳ　特別支援教育になって何が変わったのか
　特殊教育から特別支援教育へと教育制度が転換
してから、15年経ちました。これから、特別支
援教育になって何が変わったのかについて述べま
す。また、私が東京家政学院大学現代生活学部児
童学科教授として、特別支援教育について論じた
拙文の概要も添えています。

1. 特殊教育から特別支援教育への転換

　従来の盲・聾・養護学校の制度から複数の障害
種別を受け入れることができる特別支援学校の制
度に転換しました。このことにより、盲学校、聾
学校、養護学校は特別支援学校へ、小・中学校特
殊学級は特別支援学級へと名称が変わりました。
但し、各自治体において名称の違いはあります。
また、全国的に、複数の障害種別の教育を行うこ
とができる知・肢併置等の特別支援学校が急増し
ました。
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2. 特別支援教育対象の拡大

　特殊教育から特別支援教育へと転換した際に、
特別支援教育を受ける子どもの対象が拡大されま
した。これまでの特殊教育の対象である「視覚障
害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱病虚」
に加えて、「知的な遅れのない発達障害」のある
子ども達も含めるようになりました。図１は、特
別支援教育がスタートした平成19年頃の対象の
拡大を表したものです。

3. 連続性のある多様な学びの場
　我が国では、障害のある子どもの自立と社会参
加を見据え、一人一人の教育的ニーズに最も的確
に応える指導を提供できるよう、「通常の学級、
通級による指導、特別支援学級、特別支援学校」
といった、連続性のある多様な学びの場の整備が
進められています。なお、平成30年4月から高等
学校における通級の指導がスタートしています。

4. 就学相談・就学先決定
　市町村教育委員会は、就学予定者のうち就学基
準に該当する子どもについて、障害の状態や教育
上の必要な支援内容、地域における教育体制の整
備の状況、保護者及び専門家の意見等を勘案し総
合的な観点から就学先を決定する仕組みを新たに
整えました。就学相談では、個別の教育支援計画
や相談支援ファイルを活用しています。
　図2は、筆者が都立城南特別支援学校校長とし
て勤務した際に、就学前から学校への就学、そし
て卒業後までの地域関係機関との連携の様子を表
したものです。
　平成19年前後の頃は、特別支援学校が地域の
小・中学校等に対して、特別支援教育に関する情
報発信、就学相談、研修会の開催などを推進して
いました。特に、特別支援教育コーディネーター
を中心として、組織的にセンター的機能を拡充し
ていた頃でした。全ての園や学校において、特別
支援教育は必要な教育です。したがって、多様な

図1　特別支援教育の対象の広がり（筆者作成）
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連続した学びの場の中で、子ども一人一人がより
充実した学びを深めていくためには、就学相談・
就学先決定とともに、障害のある子ども達と地域
の関係機関との連携を、日常的に、そして継続的
に深めていくことは、必要不可欠なことです。

5. 個別の教育支援計画、個別の指導計画
　今日、個別の教育支援計画（表2）を活用した
保健・福祉・医療・教育・労働等の支援のネット
ワークが広がっています。また、学校で作成した
個別の教育支援計画を福祉機関でも活用できるよ
うに、相互の連携を図る動きが進んでいます。
　さらに、個別の指導計画（表3）を作成・活用
することによって、各教科等の指導や自立活動の
指導などにおいては、個に応じた指導が進んでい
ます。
　学習指導要領ではこれらの計画を、特別支援学

校はもとより、小・中学校等の特別支援学級に在
籍する子ども達や通級による指導を受けている子
ども達全員を対象として、作成することが義務づ
けられました。

6. 校内委員会と特別支援学校のセンター的機能

　小・中学校等に校内委員会を設置し発達障害等
のある子どもや保護者に対する支援を行ったり、
特別支援教育コーディネーターを中心として教育
相談や支援について協議したりする場が設けられ
ました。また、幼稚園、小・中学校等からの要請
を受けて、特別支援学校がセンター的機能を発揮
して、教材・教具や指導法、支援計画作成の情報
提供、教育相談等を進めることで、地域における
特別支援教育を推進するというしくみが設けられ
ました。これは、地域における特別支援教育の推
進に向けて、特別支援学校のセンター的機能を活

図2　継続した相談支援体制の整備（筆者作成）
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用して地域の小・中学校における特別支援教育を
充実していくというシステムです。
　東京都特別支援教育推進計画では、都内を6つ
のエリアに分けて、そのエリア内にある特別支援
学校と小・中学校等と連携したエリアネット構想
を打ち出しました。域内の特別支援教育に関する
講演会や教材・教具、支援計画の作成、教育相談
などを充実するようにしています。　
　このことについて、「小学校の特別支援教育体
制に関する考察」（令和元年8月、東京家政学院大
学紀要第59号、21頁）では、校内委員会の組織
運営と教育相談の基本的考えやあり方を概説しま
した。そして、小学校教員を対象に発達障害等の
特別な教育的支援を必要とする児童への指導・支
援と困難を感じていることに関する調査を実施し
担任の支援状況を把握し、学級経営や校内支援体
制の在り方について検討しました。その結果、イ
ンクルーシブ教育システムにおいては、特別支援
教育の視点で学級経営や教育相談を行うことが重
要であることや、指導上の配慮と合理的配慮を関

連付けた指導・支援を充実することの必要性につ
いて論じました。
　今日、小・中学校等における特別支援教育を中
心としたインクルーシブ教育システムの構築が進
められています。また、高等学校の通級による指
導が始まりましたので、特別支援学校が地域にお
ける特別支援教育のセンター的機能をより拡充し
ていく必要があります。

7. 小・中学校等におけるＵＤ授業

　小・中学校等では、ユニバーサルデザインの考
えを基に、「どの子にも分かる授業（ＵＤ授業）」
が推進されています。教室環境の整備や授業にお
ける個への配慮などを通して、個に応じた指導を
充実していこうとする動きです。　
　このことについて、「発達障害児への合理的配
慮に基づく支援に関する一考察（令和2年8月、
東京家政学院大学紀要第60号、20頁）」で、合理
的配慮に着目して、通常の学級における発達障害
等のある児童への支援のあり方について概説しま

表2　個別の教育支援計画の例（筆者作成）

項目 記述内容

１プロフィール 本人、手帳、保護者、在籍校、前籍校

２現在・将来への希望 本人、保護者への面談や家庭生活表を活用

３支援の目標 １年程度で達成可能な内容

４必要と思われる支援内容 各支援機関が連携し、支援していく具体的な内容

５学校の支援 学校の支援、個別指導計画の中心的な内容

６関係機関の支援 関係機関による会議で決定された支援内容
（家庭生活、余暇・地域生活、医療・健康、教育相談等）

７支援内容の評価と課題 本人・保護者による支援実施の評価と課題点の整理

８支援会議の記録 日時、参加者、協議内容・引継事項、個別の会議内容

９作成日、確認欄 校長、本人、保護者

表3　個別の指導計画の例（筆者作成）

教科名 学習内容 個別のねらい 指導の手だて 評価と課題

国語

数学

・・・・
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した。そして、小学校通常の学級担任を対象に、
発達障害等の特別な支援を必要とする児童への学
習指導上の問題点や支援に関する調査を行い、合
理的配慮の3観点と担任の支援状況との関連を明
らかにしました。学習指導では、合理的配慮の
「学習上又は生活上の困難を改善・克服するため
の配慮」、「情緒・コミュニケーション及び教材の
配慮」を中心として、障害特性や学習の基盤とな
る意欲・態度面及び書字指導への支援など、多岐
に渡ることが判明しました。教科ごとの配慮点や
自立活動の指導との関連で、通常の学級における
支援のあり方を論じました。
　今日、障害者差別解消法などの規定によって、
公立小・中学校等では合理的配慮や基礎的環境整
備について十分考慮していかなければなりませ
ん。

8. 主体的、対話的で深い学びに向けた授業改善

　新特別支援学校学習指導要領に基づき、知的障
害特別支援学校の教科指導の充実に向けて、以下
の点を重視する必要があります。
•	各段階の目標と内容を踏まえた指導目標・内容
を設定する
•	学習指導案に個別の指導計画を活用する
•	子どもの興味関心を大切にした教材・教具を活
用する
•	主体的、対話的で深い学びの場を設定する
•	自立活動（6区分27項目）の指導を関連づける
•	 育成する３つの資質能力ごとに具体的な評価規準
を設定し、目標に準拠した学習評価を充実する
　このことについて、「特別支援学校（知的障害）
の授業改善の方法に関する考察」（平成30年8月、
東京家政学院大学紀要第58号、17頁）で、特別
支援学校（知的障害）におけるカリキュラム・マ
ネジメントに着目して、PDCAサイクルを踏まえ
た授業改善を推進するための方法を検討しまし
た。そして、知的障害特別支援学校用の授業の自
己診断シート（試案）を作成し研究授業で活用す
ることで、授業者の自律的な授業改善を推進する
方法を提案しました。実際に特別支援学校の授業

研究で活用し、講師による授業者への指導・助言
と自己診断シートを併せて授業の振返りを行うこ
とが、学習指導を充実するために効果的であるこ
とを論じました。
　学習指導要領では、新しくカリキュラム・マネ
ジメントが示されましたので、「主体的、対話的
で深い学び」に向けた授業改善と学校評価とを関
連付けて、教育課程の改善・充実を図っていくこ
とが求められています。

9. 高等学校における通級指導

　平成30年4月、高等学校「通級による指導」が
スタートしました。通級による指導は、自立活動
の指導を中心とします。高等学校では、この通級
による指導を充実していくことは、今日的な課題
です。東京都においては、特別支援学校のセンタ
ー的機能を活用して域内のエリアネットワークを
活用した高等学校への支援を進めています。
　このことについて、「合理的配慮に基づくHR
指導に関する一考察～高等学校HR担任の実践例
をもとに～」（令和3年3月、東京都高等学校特別
活動研究会紀要第56号、21頁）で、高等学校通
常の学級に在籍する肢体不自由のある生徒への
HR担任の実践例を基にして、HR指導への活用
に資するHR支援シート（試案）と作成手順を明
らかにしました。提案したHR支援シート（試案）
は、学校生活支援シート（個別の教育支援計画）
と学校生活カード（個別の指導計画）の中から、
HR支援に関連する項目を選択し作成したもので
す。特別な教育的ニーズのある生徒に対するHR
担任の効果的支援例を、PDCAサイクルで分析・
抽出し、HR支援シート（試案）を作成すること
による効果的な支援方法を論じました。
　個別の教育支援計画や個別の指導計画は、高等
学校の通級による指導を受けている生徒全員に対
して作成しなければなりません。また、通常の学
級に在籍する生徒においても、個に応じた適切な
指導や必要な支援を進めていく上で、これらの計
画を作成・活用し個に応じた指導を一層充実して
いくことが期待されています。
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10. インクルーシブ教育の構築

　今日、障害のある子どものみならず、日本語の
習得に困難のある子どもや貧困の問題を抱える子
ども、不登校児など、多様な教育課題への対応が
求められています。これらの子どもに対する適切
な指導や必要な支援を進めるに当たり、特別支援
教育の教育的手法（個に応じた適切な指導と必要
な支援、個別の教育支援計画や個別の指導計画の
作成・活用など）を活用した支援が期待されてい
ます。
　このことについて、「日本語指導のカリキュラ
ム・マネジメントに関する考察」（平成30年1月、
現代児童学研究会研究紀要第1号、20頁）で、日
本語指導のカリキュラム・マネジメントに関する
「特別の教育課程」を構成する要素や、その基盤
となる外国人幼児児童生徒に対する教育的配慮の
内容を明らかにしました。また、新学習指導要領
に基づき特別な教育課程を編成する際の要素を整
理しました。そして、特別支援学級担任へのアン
ケート結果を基にして、外国人児童生徒に対する
教育的配慮の在り方を検討し、特別の教育課程を
編成・実施する際に必要な10要素とＰＤＣＡサ
イクルの流れ及び担任の教育的配慮などの6要素
が、日本語指導のカリキュラム・マネジメントを
推進するために必要な要素であることを論じまし
た。
　さらに、「学級担任による貧困の問題を抱える
児童への教育的配慮に関する考察」（平成30年3
月、東京家政学院大学第4回教師教育研究会、6
頁）では、東京都Ａ区立小学校特別支援学級担任
22名を対象に、貧困の課題を抱える児童に対す
る担任の教育的配慮に関する質問紙調査を行い、
これらの児童を担任する際の教育上の配慮を明ら
かにしました。また、教育上の配慮は、①児童へ
の配慮、②保護者への配慮、③教材費等の徴収、
④学用品等の準備、⑤関係機関との連携、⑥その
他に類別されました。そして特別支援教育におけ
る個別の教育支援計画作成や校内委員会による組
織的な支援の手法を用いて、地域関係機関も含め
た組織的で総合的な一元化したチーム対策を推進

することの重要性について論じました。
　今日の学校は、障害のある子ども、不登校の子
ども、外国につながる子ども、貧困の課題を抱え
る子ども、そして、いじめなどの多様な教育課題
を抱えています。これらの教育課題に対して担任
一人で抱え込まずチーム学校として専門機関等と
も連携・協力しつつ組織的に対処していかなけれ
ばなりません。

11. カリキュラム・マネジメント

　新学習指導要領では、新たにカリキュラム・マ
ネジメントが示されました。これは、PDCAサイ
クルを踏まえて主体的、対話的な深い学びに向け
た授業改善を基に教育課程を改善・充実してい
き、社会に開かれた学校教育を創造するという考
えに基づいたものです。
　このことについて、「キャリア教育のカリキュ
ラム・マネジメントの方法に関する考察」（平成
29年8月、東京家政学院大学紀要第57号20頁）
では、学校経営計画ＰＤＣＡ一覧表（試案）と、
キャリア教育の推進状況を自己診断する自己変革
型キャリア教育推進シート（試案）を併用するこ
とで、学校経営計画・教育課程編成・授業改善を
関連づけたカリキュラム・マネジメントを展開す
る方法について述べました。両試案を併用したカ
リキュラム・マネジメントを組織的・計画的に校
内で進めることが、キャリア教育を推進する上で
効果的であることを論じました。
　私は、特別支援学校校長としてカリキュラム・
マネジメントの考えを取り入れて、PDCAサイク
ルを踏まえた学校評価（学校教育目標、学校経営
計画の重点目標、行動目標、数値目標、中間評価）
を充実し、外部人材を活用したチームアプローチ
の指導や教科等横断的な視点による豊かな教育活
動を推進することに努めました。何よりも教職員
全員で力を合わせて学校を挙げて組織的・計画的
な学校経営を進めていくことが重要と考えます。
　
※本稿は、東京家政学院大学における最終講義（退
職講演会2022.2.5）の内容を基に再構成しました。
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学校や大学において、これまで多くの方に支えら
れながら特別支援教育に携わることができました
ことに、この場をお借りして感謝申し上げます。
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